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労 働 費 

 

 

労働費の支出済額は、18,381,781円で、対前年度719,432円、3.77パーセントの減で、歳出総額に対

する構成比は0.04パーセントです。 
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５款 １項 １目 労働総務費 

労働団体育成事業 

  （産業振興課） 決算事項別明細書 249ページ 

 

＜目的＞ 
 労働者の地位の向上及び労働条件の改善、労働団体の健全な発展等を図ります。 
 
＜内容＞ 
 狭山地区労働組合協議会と連合埼玉西部第四地域協議会の 2 つの労働団体及び所沢地区雇用対策協議
会に対し、活動を支援します。 
 
＜実績・成果等＞ 
１ 狭山地区労働組合協議会補助金   100,000円 
 
２ 連合埼玉西部第四地域協議会補助金 690,000円 
 
３ 所沢地区雇用対策協議会負担金   139,650円 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 算 現 額 930,000円 決 算 額 929,650円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 350円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 270,650円 地 方 債  

増 減 額 659,000円 そ の 他  

増 減 率 243.49% 一 般 財 源 929,650円 
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５款 １項 １目 労働総務費 

労働福祉審議会事業 

  （産業振興課） 決算事項別明細書 249ページ 

 

＜目的＞ 
 労働者の福祉に関する行政の充実と円滑な推進を図ります。 
 
＜内容＞ 
 委員数 15人（知識経験者 3人、使用者を代表する者 6人、労働者を代表する者 6人）をもって労働福
祉審議会を組織し、労働福祉の企画及び実施に関する事項等について調査審議します。 
 
＜実績・成果等＞  

令和 5年 2月 7日（火）に、狭山市労働福祉審議会を開催しました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 算 現 額 94,000円 決 算 額 72,000円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 22,000円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 57,600円 地 方 債  

増 減 額 14,400円 そ の 他  

増 減 率 25.00% 一 般 財 源 72,000円 
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５款 １項 １目 労働総務費 

市民憩いの広場管理事業 

  （産業振興課） 決算事項別明細書 249ページ 

 

＜目的＞ 
 市民が余暇を楽しみながら、土に親しみ、健康な体と豊かな心を培う場として、市民憩いの広場を設置
します。 
 
＜内容＞ 
 市民を対象に、市内 6 カ所 472 区画を設置し、利用者各自が創意工夫のうえ土に親しみ、野菜づくり
を実践しています。また、平成 30年度から有料化を実施（1区画、年間 2,000円）し、雑草処理などの
管理委託費に充当しています。 
 
＜実績・成果等＞ 
 市内 6カ所 472区画（1区画 15平方メートル）の内訳は次のとおりです。 
  
１ 柏 原     48区画 
２ 南入曽第一   73区画 
３ 南入曽第二   121区画 
４ 北入曽     108区画 
５ 新狭山     86区画 
６ 笹 井     36区画 
  合 計     472区画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 算 現 額 790,000円 決 算 額 780,992円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 9,008円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 782,866円 地 方 債  

増 減 額 △1,874円 そ の 他 624,000円 

増 減 率 △0.24% 一 般 財 源 156,992円 
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５款 １項 １目 労働総務費 

就労支援事業 

  （産業振興課） 決算事項別明細書  249ページ 

 

＜目的＞ 
 総合的な就労支援を実施することにより、市民の就労機会を拡充し、生活の安定を図ります。 
 
＜内容＞ 
 ハローワーク所沢と連携して、幅広い年齢に対応した就労相談を実施するとともに、就労支援サイト
「茶レンジ JOB さやま」により就職情報を広く発信しています。また、シニア向け就職支援など各種セ
ミナーを実施しています。 
 
＜実績・成果等＞  
１ 就労支援サイト（茶レンジ JOBさやま） 

インターネットを利用した市の無料就労支援サイトで、地域のきめ細かい就職情報の提供を実施し 
ました。 
 
登録事業所 224社（令和 5年 3月 31日現在） 

 
 
２ 就職面接会の開催（ハローワーク所沢、埼玉県セカンドキャリアセンター等との共催事業） 
 
（1） 福祉の就職面接会企業説明会          求人 143件 求職 20人 就職 10人 
（2） She UP!女性の「働く」を応援するイベント in入間・狭山 

求人 100件 求職 60人 就職 11人                                                               
（3） 4月入社就職面接会             00求人 108件  求職 53人 就職 06人 
（4） シニアのための合同企業面接会          求人 156件 求職 25人  就職 07人 
（5） 狭山地域合同就職相談会            求人 068件  求職 43人  就職 08人 
 
３ 各種セミナーの開催（共催者） 
 
（1） 障害者就労セミナー(狭山市自立支援協議会就労部会)       参加人数    40人 
（2） 狭山市創業セミナー2022 (狭山市産業労働センター等)       参加人数 延べ 103人 
（3） 埼玉県労働セミナー(埼玉県産業労働部多様な働き方推進課)※動画配信方式 

                               視聴者数    204人 
（4） 在宅ワーカー育成セミナー(埼玉県産業労働部人材活躍支援課女性活躍支援担当)  

                          参加人数    168人 

 

 

 

 

予 算 現 額 1,593,000円 決 算 額 546,641円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 1,046,359円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 224,735円 地 方 債  

増 減 額 321,906円 そ の 他  

増 減 率 143.24% 一 般 財 源 546,641円 
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５款 １項 １目 労働総務費 

狭山市勤労者福祉サービスセンター運営費補助事業 

  （産業振興課） 決算事項別明細書 251ページ 

 

＜目的＞ 
 中小企業で働く勤労者や事業主の福利厚生事業を実施している（一財）狭山市勤労者福祉サービスセン
ターの活動を充実するために、管理運営の支援を行っています。 
 
＜内容＞ 
 一般財団法人狭山市勤労者福祉サービスセンターの運営費を補助しています。 
  

＜実績・成果等＞ 
加入事業所及び会員    635社 2,421人（令和 5年 3月 31日現在） 

 
 事業内容 
 
１ 福祉の向上に関する主な事業 

初心者ウクレレ教室、サークル活動補助 
 

２ 生活の安定に関する主な事業 
慶弔金給付事業、退職金掛金補助事業、還暦のお祝い事業 

 
３ 健康の増進に関する主な事業 

ゴルフ大会 
 
４ 健康管理に関する主な事業 

人間ドック利用補助、インフルエンザ予防接種利用補助、定期健康診断利用補助、家庭常備薬あっ
せん、健康維持対策品あっせん 
 

５ 余暇活動に関する主な事業 
バレンタインボウリングイベント、観劇・テーマパーク・お食事券・特別あっせん等前売りチケッ

ト利用補助、宿泊施設の利用補助 
 
 

 

 

 

 

 

 

予 算 現 額 8,000,000円 決 算 額 7,981,000円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 19,000円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 8,000,000円 地 方 債  

増 減 額 △19,000円 そ の 他  

増 減 率 △0.24% 一 般 財 源 7,981,000円 
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５款 １項 １目 労働総務費 

中小企業退職金共済制度加入促進事業 

  （産業振興課） 決算事項別明細書 251ページ 

 

＜目的＞ 
 中小企業の従業員の退職後の生活の安定を図るため、国の推進する中小企業退職金制度への加入促進を
図ります。 
 
＜内容＞ 
 中小企業退職金共済制度に係る加入事業所の掛金の一部を 3年を限度として補助しています。 
 
＜実績・成果等＞  

 補助対象加入事業所       103社 
 補助対象加入従業員      355人 
 補 助 金 交 付 額   2,353,498円 
 

補助内容 

 

 

 

 

 

 

 

予 算 現 額 3,500,000円 決 算 額 2,353,498円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 1,146,502円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 2,696,362円 地 方 債  

増 減 額 △342,864円 そ の 他  

増 減 率 △12.72% 一 般 財 源 2,353,498円 

 中 退 共 加 入 従 業 員 数 補 助 率 

卸売・小売・サービス業 

1～5人  25％ 

6～10 20 

11～20 15 

そ の 他 の 事 業 所 

1～10 20 

11～30 15 

31～50 10 

51～100 5 


